
高額療養費の自己負担の上限引き上げ撤回を求める意見書 

 

高額療養費制度は、がんや公的な医療費助成制度のない長期慢性疾患などの患者や家族

にとって命綱の制度であり、その維持や拡充が求められている中、政府は令和６年１２月

に、現役世代の保険料の負担軽減等を目的として、３度に分けた自己負担上限額の引き上

げの方針を決定した。厚生労働省の試算によると、保険料の引き下げ額は、月９０円から

４００円程度にとどまる見込みである。 

この政府の方針は、がんや難病患者及び中長期にわたり高額な治療の継続が必要な患者

と低所得者の生活に深刻な影響を及ぼし、「治療の継続の断念」や「生活が成り立たなくな

る」といった切実な声も数多く上がっている。国民の生命と生活に関わる問題である制度

の見直しについては、制度利用者や関係者等からの意見聴取等が広く行われるべきである。 

このような状況の中、方針見直しを望む多くの声を受けて、政府は令和７年８月の引き

上げについては見送りを決定し、制度の在り方を再検討する方針を示したが、これは引き

上げの完全見直しではなく、今後の検討次第では負担増が再び進められる可能性がある。 

 北谷町においては、国民健康保険加入者の令和６年度の高額療養費の支給件数が４，７

７４件、支給額が約３億４，５００万円、支給者数が１，０２４人となっており、被保険

者の多くは低所得者層にあることから、高額療養費の引き上げは、町民の医療アクセスを

損なうことに直結するおそれがある。 

また、負担増による受診控えやそれに伴う症状の悪化、緊急入院の増加など、地域医療

に悪影響を及ぼす懸念があり、さらには経営基盤が脆弱な中小規模の病院や診療所などで

医療サービスの縮小や閉鎖といった事態が発生することにより、県域全体の医療バランス

が崩壊する可能性も否定できない。 

よって、国会及び政府においては、高額療養費の自己負担の上限引き上げに関する現在

の方針を撤回し、国民の健康と生活を最優先にした制度の維持と拡充を図るよう強く要請

する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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